
所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

施設　　　 施設グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社
マイナンバーカードと運転免許証の一体化及び
更新時講習のオンライン化に伴う大阪府警察運
転者管理システムの改修業務

20240603 20250430 480,874,240 特例政令第１１条第２号                    

既に調達をした業務（当該システムの構築）
に連接して行う調達で、既に契約した相手方
以外の者から調達したならば、既に調達した
業務の便益を享受することに著しい支障が
生するおそれがあるため

施設　　　 安全施設グループ　　
オムロンフィールドエンジニアリング　株式会社　近畿支
店

交通管制センター中央装置運用保守業務 20240401 20250331 222,750,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

業務（交通管制センター中央装置運用保守）
が特定の者（公募により選定された業者）で
なければ実施することができないものである
ため

施設　　　 施設グループ　　　　　株式会社　コア　関西カンパニー
組織犯罪情報総合管理システムの開発・運用保
守業務

20240524 20300228 157,241,700 特例政令第１１条第１号                    
特許権等排他的権利（著作権を持つパッ
ケージソフト）に係る業務であるため

施設　　　 安全施設グループ　　ミナモト通信　株式会社　関西支社 交通管制端末機器等点検調整業務（Ｃブロック） 20240401 20250331 83,160,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号
競争入札によって得られる価格上の利益が
入札に要する経費と比較して得失相償わな
いと認められるため

施設　　　 安全施設グループ　　
オムロンフィールドエンジニアリング　株式会社　近畿支
店

交通管制端末機器等点検調整業務（Ｂブロック） 20240401 20250331 73,810,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号
競争入札によって得られる価格上の利益が
入札に要する経費と比較して得失相償わな
いと認められるため

施設　　　 施設グループ　　　　　株式会社　高知電子計算センター 給与管理システム改修業務 20240401 20250630 63,030,000 特例政令第１１条第２号                    

既に調達をした業務（当該システムの構築）
に連接して行う調達で、既に契約した相手方
以外の者から調達したならば、既に調達した
業務の便益を享受することに著しい支障が
生するおそれがあるため

会計　　　 決算グループ　　　　　公益財団法人　日本道路交通情報センター 道路交通情報提供業務 20240401 20250331 60,644,760 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

業務（道路交通情報提供）が特定の者（提供
業務を行うのに必要かつ適切な能力を有す
ると公安委員会が認めた者）でなければ実
施することができないため

施設　　　 安全施設グループ　　関西シグナルサービス　株式会社　大阪支店 交通管制端末機器等点検調整業務（Ａブロック） 20240401 20250331 56,760,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号
競争入札によって得られる価格上の利益が
入札に要する経費と比較して得失相償わな
いと認められるため

施設　　　 安全施設グループ　　関西シグナルサービス　株式会社　大阪支店 交通管制端末機器等点検調整業務（Ｄブロック） 20240401 20250331 54,516,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号
競争入札によって得られる価格上の利益が
入札に要する経費と比較して得失相償わな
いと認められるため

施設　　　 施設グループ　　　　　株式会社　高知電子計算センター 給与管理システムアプリケーション保守業務 20240401 20250331 43,340,000 特例政令第１１条第２号                    

既に調達をした業務（当該システムの構築）
に連接して行う調達で、既に契約した相手方
以外の者から調達したならば、既に調達した
業務の便益を享受することに著しい支障が
生するおそれがあるため

施設　　　 施設グループ　　　　　コベルコ・コンプレッサ　株式会社
大阪府警察本部本庁舎空気熱源チラー（Ｒ３１）
ほか保守点検業務

20240401 20250331 40,006,670 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（設備保守点検）が特定の者（当該設備
の製造業者）でなければ実施することができ
ないものであるため

会計　　　 決算グループ　　　　　一般財団法人　大阪府交通安全協会 道路使用許可調査業務委託 20240401 20250331 35,051,788 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（調査）が特定の者（法令で定められて
いる者）でなければ実施することができない
ため

施設　　　 施設グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社
放置駐車違反管理システムアプリケーション保
守業務

20240401 20250331 28,953,540 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム保守業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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装備　　　 装備管理グループ　　東京航空計器　株式会社
速度違反自動取締装置（東京航空計器製）保守
点検調整委託

20240401 20250331 28,891,500 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（機器の保守点検）が特定の者（機器製
造元業者）でなければ実施できないものであ
るため。

施設　　　 施設グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社
大阪府警察運転者管理システムアプリケーショ
ン保守業務

20240401 20250331 27,614,400 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム保守業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

施設　　　 安全施設グループ　　（有）アイテック
　信号機等交通安全施設設置等工事設計業務
（第１２回）（その２）

20240517 20240731 25,652,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号 競争入札に付しても入札者がないため

会計　　　 決算グループ　　　　　一般社団法人　大阪府警備業協会
警備員指導教育責任者講習等の実施及び講習
手数料徴収等業務委託

20240401 20250331 20,353,660 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（講習）が特定の者（参加意思確認公募
により選定された者）でなければ実施するこ
とができないため

施設　　　 安全施設グループ　　（有）アイテック
　信号機等交通安全施設設置等工事設計業務
（第２０回）（その２）

20240611 20240920 20,348,900 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号 競争入札に付しても入札者がないため

施設　　　 施設グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社
総合捜査支援システムアプリケーション保守業
務

20240401 20250331 18,744,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム保守業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

会計　　　 決算グループ　　　　　有限会社　脇田グループ 長期死体保管業務 20240401 20250331 17,794,920 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（保管業務）が特定の者（参加意思確認
公募により選定された者）でなければ実施す
ることができないた

施設　　　 施設グループ　　　　　株式会社　日立製作所　関西支社
府民生活安全支援総合システムアプリケーショ
ン保守業務

20240401 20250331 15,813,600 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム保守業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　
パナソニック　コネクト　株式会社　現場ソリューションカ
ンパニー　西日本社

大阪府警察本部本庁舎中央監視設備ほか保守
点検業務

20240401 20250331 14,993,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（設備保守点検）が特定の者（当該設備
の製造業者）でなければ実施することができ
ないものであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社 地図情報検索システム移行業務 20240618 20250131 14,574,560 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム移行業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

施設　　　 安全施設グループ　　（株）ＡＴＭＳ
　信号機等交通安全施設設置等工事設計業務
（第１８回）（その２）

20240611 20240920 14,025,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号 競争入札に付しても入札者がないため

施設　　　 安全施設グループ　　（株）中央設備コンサルタント
　信号機等交通安全施設設置等工事設計業務
（第１９回）（その２）

20240611 20240920 13,277,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号 競争入札に付しても入札者がないため

施設　　　 施設グループ　　　　　システムスクエア　株式会社 遺失物管理システムアプリケーション保守業務 20240401 20250331 12,437,700 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム保守業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

会計　　　 決算グループ　　　　　一般社団法人　大阪自動車学校協会
指定自動車教習所職員講習委託に伴う契約の
締結及び経費の支出について

20240401 20250331 10,527,927 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

業務（指定自動車教習所に対する講習業
務）が特定の者（講習を行うのに必要かつ適
切な組織、能力を有すると公安委員会が認
めた者）でなければ実施することができない
ものであるため
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施設　　　 施設グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社
マイナンバーカードと運転免許証の一体化及び
更新時講習のオンライン化に伴う学科試験・更
新予約システムクラウドサービス業務改修業務

20240604 20250331 8,939,700 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム改修業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

会計　　　 決算グループ　　　　　日本リック　株式会社　大阪オフィス 放置違反金に係る受付及び処理業務 20240401 20240531 8,866,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

継続を要する業務（放置違反金に係る受付
及び処理業務）で現に契約履行中の当該業
者に引き続き実施させた場合、経費の節減
が確保できる等有利と認められるため

施設　　　 施設グループ　　　　　パナソニック産機システムズ　株式会社　近畿支店
大阪府警察本部本庁舎吸収式冷温水機（Ｒ１２）
保守点検業務

20240422 20250331 8,635,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（設備保守点検）が特定の者（当該設備
の製造業者）でなければ実施することができ
ないものであるため

装備　　　 車両グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社
車両更新等に伴うカーロケータシステム車載装
置並びにカーロケータ連動型ビデオレコーダー
の積載換及び設置調整委託

20240507 20250331 8,337,780 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（機器の積載換等）が特定の者（機器製
造元）でなければ実施できないものであるた
め

施設　　　 施設グループ　　　　　日本電技　株式会社　大阪支店
大阪府警察本部本庁舎自動制御システム保守
点検業務

20240401 20250331 8,250,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（設備保守点検）が特定の者（当該設備
のシステム構築・施行業者）でなければ実施
することができないものであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社
交通規制情報総合管理システムアプリケーショ
ン保守業務

20240401 20250331 8,250,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム保守業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　アズビル　株式会社　ビルシステムカンパニー 大阪府東警察署庁舎設備保守管理業務 20240401 20250331 8,147,260 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（保守点検業務）が特定の者（機器製作
会社）でなければ実施することができないも
のであるため

装備　　　 装備管理グループ　　ＪＲＣシステムサービス　株式会社　関西支店
レーダー式速度測定器（日本無線製）保守点検
調整委託

20240401 20250331 7,623,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（機器の保守点検）が特定の者（機器製
造元の指定業者）でなければ実施できないも
のであるため。

施設　　　 施設グループ　　　　　株式会社　日立インダストリアルプロダクツ　関西支店
大阪府警察本部本庁舎無停電電源設備保守点
検業務

20240401 20250331 7,040,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（設備保守点検）が特定の者（当該設備
の製作・施行業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　荏原冷熱システム　株式会社　大阪支店
大阪府警察本部本庁舎吸収式冷温水機（Ｒ１１）
保守点検業務

20240401 20250331 6,930,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（設備保守点検）が特定の者（当該設備
の製造業者）でなければ実施することができ
ないものであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　株式会社　カワサキマシンシステムズ
大阪府警察本部本庁舎非常用発電機設備保守
点検業務

20240401 20250331 6,600,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（設備保守点検）が特定の者（当該設備
の製作・施行業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

会計　　　 決算グループ　　　　　
公益社団法人　大阪府防犯協会連合会　大阪府風俗環
境浄化協会

風俗営業所の構造・設備等の調査実施委託 20240401 20250331 5,509,944 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（調査）が特定の者（法令で定められて
いる者）でなければ実施することができない
ため

施設　　　 施設グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社 暗号化システムデータ抽出業務 20240401 20250331 5,445,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システムデータ抽出業務）が特定の者
（当該システム開発業者）でなければ実施す
ることができないものであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　シンフォニアエンジニアリング　株式会社　大阪支社
大阪府警察門真運転免許試験場自走台車設備
保守点検業務

20240401 20250331 5,220,600 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（保守点検業務）が特定の者（機器製作
会社）でなければ実施することができないも
のであるため

3 / 7 ページ



所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

施設　　　 施設グループ　　　　　システムスクエア　株式会社 留置管理システムアプリケーション保守業務 20240401 20250331 4,757,720 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム保守業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

装備　　　 装備管理グループ　　株式会社　島津製作所　関西支社
覚醒剤分析用ガスクロマトグラフ保守点検調整
委託

20240401 20250331 4,620,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（機器の保守点検）が特定の者（機器製
造元業者）でなければ実施できないものであ
るため。

施設　　　 施設グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社
交通事故情報総合管理システムアプリケーショ
ン保守業務

20240401 20250331 4,554,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム保守業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　
パナソニック　コネクト　株式会社　現場ソリューションカ
ンパニー　西日本社

大阪府警察総合訓練センター射撃装置保守点
検業務

20240401 20250331 4,510,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（保守点検業務）が特定の者（機器製作
会社）でなければ実施することができないも
のであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　パナソニックＥＷエンジニアリング　株式会社　近畿支店
大阪府警察本部本庁舎照明制御盤保守点検業
務

20240401 20250331 4,290,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（設備保守点検）が特定の者（当該設備
のシステム設計・施行業者）でなければ実施
することができないものであるため

装備　　　 被服グループ　　　　　株式会社　ダイカン
令和６年度大阪府警察産業廃棄物（廃プラス
チック類混合）収集運搬及び処分業務に係る単
価契約の締結及び経費の支出について

20240418 20250331 4,265,800 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
取扱いの特殊性のため廃棄可能な業者が１
社しかないため

施設　　　 施設グループ　　　　　川本サービス　株式会社　関西支店
大阪府天満警察署ほか２１箇所加圧給水ポンプ
保守点検業務

20240401 20250331 4,249,245 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（保守点検業務）が特定の者（機器製作
会社のメンテナンス担当業者）でなければ実
施することができないものであるため

会計　　　 決算グループ　　　　　
公益社団法人　大阪府防犯協会連合会　大阪府風俗環
境浄化協会

風俗営業管理者講習の実施及び講習手数料徴
収等業務委託

20240401 20250331 3,778,918 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（講習）が特定の者（法令で定められて
いる者）でなければ実施することができない
ため

会計　　　 用度グループ　　　　　株式会社　讀賣連合広告社
オンライン更新時講習用動画等の制作委託に伴
う契約の締結及び経費の支出について

20240529 20240913 3,708,100 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

オンライン更新時講習用動画等の製作業務
が、特定の者（公募により選定された当該業
者）でなければ実施することができないもの
であるため

会計　　　 用度グループ　　　　　三和通信工業　株式会社
交番等保安システムの保守委託に伴う契約の
締結及び経費の支出について

20240401 20250331 3,581,820 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

業務（交番等保安システムの保守委託）が特
定の者（当該システムを構築した当該業者）
でなければ実施することができないものであ
るため

施設　　　 施設グループ　　　　　システムスクエア　株式会社 留置管理システム改修業務 20240521 20240930 3,467,640 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム改修業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

施設　　　 安全施設グループ　　株式会社　ミヤケ電機工業所 パーキング・チケット発給設備点検調整業務 20240401 20250331 3,371,500 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

業務（パーキング・チケット発給設備等点検
調整）が特定の者（公募により選定された業
者）でなければ実施することができないもの
であるため

会計　　　 決算グループ　　　　　公益財団法人　大阪府暴力追放推進センター
不当要求防止責任者講習委託（オンライン形
式）

20240401 20250331 3,358,598 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（講習）が特定の者（法令で定められて
いる者）でなければ実施することができない
ため

装備　　　 装備管理グループ　　株式会社　カナデン　関西支社
可搬式速度違反自動取締装置保守点検調整委
託

20240401 20250331 3,300,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（機器の保守点検）が特定の者（機器製
造元業者）でなければ実施できないものであ
るため。
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会計　　　 決算グループ　　　　　ＳｏｃｉｏＦｕｔｕｒｅ　株式会社 特殊詐欺被害防止対策業務 20240401 20240630 2,607,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

継続を要する業務（特殊詐欺被害防止対策
業務）で現に契約履行中の当該業者に引き
続き実施させた場合、経費の節減が確保で
きる等有利と認められるため

会計　　　 決算グループ　　　　　株式会社　三京房 ＭＭＰＩ検査（警察官・一般職員） 20240401 20250331 2,516,360 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（検査判定業務）が特定の者（検査内容
の日本出版権を有する者）でなければ実施
することができないため

施設　　　 施設グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社
令和６年度交番等ネットワーク機器賃貸借等に
伴うネットワーク機器の設定変更業務

20240401 20250228 2,469,500 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（ネットワーク機器の設定変更業務）が
特定の者（当該システム開発業者）でなけれ
ば実施することができないものであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　株式会社　大阪ビル管理 道頓堀複合施設管理業務委託 20240401 20270331 2,445,099 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（保守点検業務）が特定の者（機器製作
会社）でなければ実施することができないも
のであるため

会計　　　 決算グループ　　　　　株式会社　ＮＴＴデータ
自動車保管場所証明申請手数料等収納に伴う
ＭＰＮ収納情報中継業務

20240401 20250331 2,435,383 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（ネットワーク中継業務）が特定の者（当
該システム環境保有者）でなければ実施す
ることができないため

装備　　　 装備管理グループ　　光明理化学工業　株式会社　大阪支店
メーター式飲酒検知器ほか１件保守点検調整委
託

20240331 20241130 2,409,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（機器の保守点検）が特定の者（機器製
造元業者）でなければ実施できないものであ
るため。

施設　　　 施設グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社
地図情報検索システムアプリケーション保守業
務

20240401 20250131 2,354,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム保守業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　株式会社　荏原製作所　西大阪支店
大阪府曾根崎警察署ほか１６箇所加圧給水ポン
プ保守点検業務

20240401 20250331 2,310,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（保守点検業務）が特定の者（機器製作
会社）でなければ実施することができないも
のであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　パナソニック防災システムズ　株式会社　大阪支社
大阪府警察本部本庁舎総合操作盤システム保
守点検業務

20240401 20250331 2,277,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（設備保守点検）が特定の者（当該設備
のシステム設計・施行業者）でなければ実施
することができないものであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　日信防災　株式会社　大阪支店
大阪府警察本部本庁舎駐車場管制設備保守点
検業務

20240401 20250331 2,263,800 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（設備保守点検）が特定の者（当該設備
のシステム設計・施行業者）でなければ実施
することができないものであるため

装備　　　 装備管理グループ　　ＪＲＣシステムサービス　株式会社　関西支店 光電式速度測定器保守点検調整委託 20240401 20250331 1,980,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（機器の保守点検）が特定の者（機器製
造元の指定業者）でなければ実施できないも
のであるため。

会計　　　 決算グループ　　　　　高槻国際射撃場 散弾銃技能講習委託 20240401 20250331 1,956,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

業務（散弾銃の操作及び射撃技能に関する
講習）が特殊の性質（教習射撃指導員及び
散弾銃を使用できる施設を有する）を有する
ため、府民の利便を考慮し府内に所在する
特定の者でなければ実施することができな
いため

施設　　　 施設グループ　　　　　
サンキン　株式会社　パーキングシステム部　西部営業
所

大阪府都島警察署ほか１０箇所機械式駐車装
置保守点検業務

20240401 20250331 1,948,320 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（保守点検業務）が特定の者（機器製作
会社）でなければ実施することができないも
のであるため
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会計　　　 決算グループ　　　　　公益財団法人　大阪府暴力追放推進センター 不当要求防止責任者講習委託（集合形式） 20240401 20250331 1,808,020 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（講習）が特定の者（法令で定められて
いる者）でなければ実施することができない
ため

装備　　　 装備管理グループ　　株式会社　三ツワフロンテック 近接排気騒音測定器保守点検調整委託 20240401 20250331 1,757,800 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（機器の保守点検）が特定の者（機器製
造元の指定業者）でなければ実施できないも
のであるため。

会計　　　 決算グループ　　　　　株式会社　日本精神技術研究所 クレペリン検査 20240401 20250331 1,755,600 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（検査判定業務）が特定の者（適性検査
を開発者から独占的に提供を受けている者）
でなければ実施することができないため

施設　　　 施設グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社
広聴相談管理システムアプリケーション保守業
務

20240401 20250331 1,726,956 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム保守業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　テラルテクノサービス　株式会社　大阪支店
大阪府福島警察署ほか１１箇所加圧給水ポンプ
保守点検業務

20240401 20250331 1,683,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（保守点検業務）が特定の者（機器製作
会社）でなければ実施することができないも
のであるため

会計　　　 決算グループ　　　　　株式会社　大阪総合射撃場 散弾銃技能講習委託 20240401 20250331 1,608,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

業務（散弾銃の操作及び射撃技能に関する
講習）が特殊の性質（教習射撃指導員及び
散弾銃を使用できる施設を有する）を有する
ため、府民の利便を考慮し府内に所在する
特定の者でなければ実施することができな
いため

施設　　　 施設グループ　　　　　株式会社　パーキングサポート
大阪府浪速警察署ほか３箇所機械式駐車装置
保守点検業務

20240401 20250331 1,546,776 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（保守点検業務）が特定の者（機器製作
会社）でなければ実施することができないも
のであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　日本電気　株式会社　関西支社
大阪・関西万博拠点等ネットワーク機器の賃貸
借に伴うネットワーク機器の設定変更業務

20240529 20240930 1,504,800 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（ネットワーク機器の設定変更業務）が
特定の者（当該システム開発業者）でなけれ
ば実施することができないものであるため

会計　　　 決算グループ　　　　　大東衛生　株式会社
産業廃棄物収集運搬処分業務（廃プラ等）（第２
ブロック）（４，５月分）

20240401 20240630 1,393,502 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

継続を要する業務（産業廃棄物収集運搬処
分業務）で現に契約履行中の当該業者に引
き続き実施させた場合、経費の節減が確保
できる等有利と認められるため

施設　　　 施設グループ　　　　　システムスクエア　株式会社
安全運転管理者等管理システムアプリケーショ
ン保守業務

20240401 20250331 1,276,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム保守業務）が特定の者（当該
システム開発業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

施設　　　 施設グループ　　　　　新明和パークテック　株式会社
大阪府警察第二方面機動警ら隊ほか３箇所機
械式駐車装置保守点検業務

20240401 20250331 1,275,120 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（保守点検業務）が特定の者（機器製作
会社）でなければ実施することができないも
のであるため

会計　　　 決算グループ　　　　　大東衛生　株式会社
産業廃棄物収集運搬処分業務（廃プラ等）（第４
ブロック）（４，５月分）

20240401 20240630 1,202,410 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

継続を要する業務（産業廃棄物収集運搬処
分業務）で現に契約履行中の当該業者に引
き続き実施させた場合、経費の節減が確保
できる等有利と認められるため

会計　　　 決算グループ　　　　　岸和田国際射撃場 散弾銃技能講習委託 20240401 20250331 1,176,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

業務（散弾銃の操作及び射撃技能に関する
講習）が特殊の性質（教習射撃指導員及び
散弾銃を使用できる施設を有する）を有する
ため、府民の利便を考慮し府内に所在する
特定の者でなければ実施することができな
いため
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装備　　　 装備管理グループ　　株式会社　島津製作所　関西支社
覚醒剤分析用ガスクロマトグラフ（平成２６年度
調達分）保守点検調整委託

20240401 20250331 1,155,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（機器の保守点検）が特定の者（機器製
造元業者）でなければ実施できないものであ
るため。

施設　　　 安全施設グループ　　株式会社　ミヤケ電機工業所
可変標識点検調整等業務（令和６年５月から令
和６年７月）

20240401 20240731 1,098,372 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

継続を要する業務（可変標識点検調整等業
務）で現に契約履行中の当該業者に引き続
き実施させた場合、経費の節減が確保でき
る等有利と認められるため

会計　　　 決算グループ　　　　　株式会社　あかつき
交通事件事故関係車両及び違法駐車車両移動
業務（第２ブロック）

20240401 20240601 1,089,437 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

継続を要する業務（車両移動業務）で現に契
約履行中の当該業者に引き続き実施させた
場合、経費の節減が確保できる等有利と認
められるため

会計　　　 決算グループ　　　　　株式会社　クイックレッカーＲＳ
交通事件事故関係車両及び違法駐車車両移動
業務（第７ブロック）

20240401 20240601 1,081,052 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

継続を要する業務（車両移動業務）で現に契
約履行中の当該業者に引き続き実施させた
場合、経費の節減が確保できる等有利と認
められるため

施設　　　 施設グループ　　　　　株式会社　日本シューター　大阪支店
大阪府警察光明池運転免許試験場エアー
シューター保守点検業務

20240401 20250331 1,049,400 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（保守点検業務）が特定の者（機器製作
会社）でなければ実施することができないも
のであるため
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